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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第52期
第２四半期
連結累計期間

第53期
第２四半期
連結累計期間

第52期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 362,175 392,319 765,635

経常利益 (百万円) 53,647 62,403 113,618

四半期(当期)純利益 (百万円) 31,713 35,445 63,658

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 32,161 50,612 87,146

純資産額 (百万円) 683,732 790,295 764,139

総資産額 (百万円) 1,114,234 1,244,098 1,249,110

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 145.29 162.39 291.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 55.5 55.6 53.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 89,800 70,335 150,474

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 26,639 △ 57,060 △110,502

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 32,123 △ 29,451 △ 31,564

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 236,423 201,543 216,580

　

回次
第52期
第２四半期
連結会計期間

第53期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年７月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 75.31 75.15

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状

況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 （セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日～平成25年９月30日、以下、「当第２四半期」とい
う。）の日本経済は、各種政策の効果などを背景に、企業収益が改善傾向にあり、雇用環境にも明るい
兆しが見え始め、また個人消費も持ち直しつつあるなど、景気は緩やかながら回復に向かいつつありま
す。
このような状況の中で、「安全・安心」に対する社会的ニーズはますます多様化・高度化しており、
当社グループは、“いつでも、どこでも、誰もが安全・安心に暮らせる社会”を実現する「社会システ
ム産業」の構築を目指し、セキュリティサービス事業をはじめ、防災事業、メディカルサービス事業、
保険事業、地理情報サービス事業、情報通信事業および不動産・その他の事業で、お客様のニーズに合
致した、質の高いサービス・商品を提供することに努めました。また、更なる成長に向けて、各事業の
サービスがそれぞれ自立しつつも、相互の連携を更に深め、より一層の相乗効果を生み出すことを目的
に、“ＡＬＬ ＳＥＣＯＭ”（セコムグループ総力の結集）を継続的に推進しました。

なお、第１四半期より、「情報通信・その他の事業」の区分に属しておりました「情報通信事業」を
独立区分して表示し、「情報通信・その他の事業」については、前連結会計年度まで独立表示しており
ました「不動産開発・販売事業」を含めて「不動産・その他の事業」に変更しております。前年同期比
較に当たっては、前年同期を変更後の区分に組み替えて行っております。

　

当第２四半期の連結売上高は3,923億円(前年同期比8.3%増加)となり、営業利益は567億円(前年同期
比12.8%増加)となりました。経常利益は米国における投資事業組合運用益35億円(前年同期は14億円)を
計上したことなどにより、624億円(前年同期比16.3%増加)となり、四半期純利益は354億円(前年同期比
11.8%増加)となりました。なお、当第２四半期の売上高、営業利益、経常利益および四半期純利益はい
ずれも過去最高を達成することができました。

　

事業別にみますと、以下のとおりであります。
　
セキュリティサービス事業では、売上高は事業所向け・家庭向けのセントラライズドシステム（オン
ライン・セキュリティシステム）や監視カメラシステムなどの安全商品の販売が好調だったことなどに
より、2,281億円(前年同期比6.7%増加)となり、営業利益は530億円(前年同期比3.7%増加)となりまし
た。

　

防災事業では、売上高は495億円(前年同期比1.5%増加)となり、営業利益は原価低減などにより、21
億円(前年同期比129.2%増加)となりました。
なお、売上高は建設業界の影響を受ける部分が多いため、期末に向けて集中する傾向があります。

　

メディカルサービス事業では、売上高は医薬品・医療機器などの販売が好調に推移したことなどによ
り、278億円(前年同期比35.7%増加)となり、営業利益は22億円(前年同期比13.7%増加)となりました。
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保険事業では、売上高はセコム損害保険株式会社のガン保険「自由診療保険メディコム」および火災
保険が堅調に推移しましたが、新種保険に係る責任準備金の戻入額が減少したことなどにより、171億
円(前年同期比1.9%減少)となりました。営業損益は自然災害等に係る責任準備金の繰入額の減少に伴う
保険引受費用の減少などにより、前年同期の16億円の営業損失から５千万円の営業利益となりました。

　

地理情報サービス事業では、売上高は公共部門が堅調に推移したことなどにより、237億円(前年同期
比2.8%増加)となり、営業利益は原価低減などにより、10億円(前年同期比12.7%増加)となりました。
なお、主要市場である官公庁への納品時期が年度末に集中することから、収益は期末に向けて増加す
る傾向があります。

　

情報通信事業では、売上高は前年10月31日より新たに連結子会社となった株式会社アット東京の寄与
などにより、232億円(前年同期比163.8%増加)となり、営業利益は27億円(前年同期比135.5%増加)とな
りました。

　

不動産・その他の事業では、売上高は不動産開発・販売事業のマンション売上が減収となったことな
どにより、226億円(前年同期比23.6%減少)となり、営業利益は28億円(前年同期比22.6%減少)となりま
した。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期末の総資産は、前連結会計年度末に比べ50億円(0.4%)減少して１兆2,440億円となりま
した。流動資産は、受取手形及び売掛金が271億円(25.5%)減少の794億円、コールローンが235億円
(50.5%)減少の230億円、販売用不動産が84億円(65.6%)減少の44億円となり、流動資産合計は前連結会
計年度末に比べ629億円(11.6%)減少して4,798億円となりました。固定資産は、有形固定資産が30億円
(0.8%)増加の3,645億円、投資有価証券が544億円(28.8%)増加の2,435億円となり、固定資産合計は前連
結会計年度末に比べ579億円(8.2%)増加して7,642億円となりました。

　

負債合計は、前連結会計年度末に比べ311億円(6.4%)減少して4,538億円となりました。流動負債は、
支払手形及び買掛金が107億円(24.5%)減少の329億円、未払金が66億円(21.1%)減少の247億円、預り金
等のその他流動負債が62億円(15.3%)減少の343億円、未払法人税等が59億円(20.4%)減少の233億円、短
期借入金が36億円(8.6%)減少の387億円、１年内償還予定の社債が30億円(68.6%)減少の14億円となり、
流動負債合計は前連結会計年度末に比べ367億円(14.8%)減少して2,111億円となりました。固定負債
は、保険契約準備金が39億円(2.9%)増加の1,375億円、社債が26億円(30.3%)増加の115億円、役員退職
慰労引当金が９億円(38.5%)減少の15億円となり、固定負債合計は前連結会計年度末に比べ55億円
(2.4%)増加して2,426億円となりました。

　

純資産は、利益剰余金が125億円(2.1%)の増加、為替換算調整勘定が85億円(30.7%)の増加、少数株主
持分が35億円(3.8%)の増加となり、純資産合計は前連結会計年度末に比べ261億円(3.4%)増加して7,902
億円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期における営業活動によるキャッシュ・フローは、全体で703億円の資金の増加(前年同期
は898億円の資金の増加)となりました。主な資金の増加要因は、税金等調整前四半期純利益624億円、
受取手形及び売掛債権の減少額281億円、減価償却費216億円であります。また、主な資金の減少要因
は、法人税等の支払額289億円、仕入債務の減少額176億円であります。
なお、前年同期との比較では、営業活動によるキャッシュ・フローは、194億円の収入の減少となりま
した。これは、主に法人税等の支払額が増加したことおよびたな卸資産の純減額が減少となったことに
よるものです。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、全体で570億円の資金の減少(前年同期は266億円の資金の減
少)となりました。主な資金の減少要因は、投資有価証券の取得による支出470億円、警報機器及び設備
等の有形固定資産の取得による支出244億円であります。また、主な資金の増加要因は、投資有価証券
の売却及び償還による収入165億円であります。
なお、前年同期との比較では、投資活動によるキャッシュ・フローは、304億円の支出の増加となりま
した。これは、主に投資有価証券の取得による支出が増加したことによるものです。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、全体で294億円の資金の減少(前年同期は321億円の資金の減
少)となりました。主な資金の減少要因は、配当金の支払額229億円、長期借入金の返済による支出54億
円であります。
なお、前年同期との比較では、財務活動によるキャッシュ・フローは、26億円の支出の減少となりま
した。これは、主に配当金の支払額が増加となりましたが、短期借入金の純減額が減少となったこと、
長期借入れによる収入が増加となったことおよび社債の発行による収入が増加となったことによるもの
です。

　

これらの結果、当第２四半期末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ150億円減
少して2,015億円となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および新た
に生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期の研究開発費の総額は3,230百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 900,000,000

計 900,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 233,288,717 233,288,717
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 233,288,717 233,288,717 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年９月30日 ─ 233,288,717 ─ 66,377 ─ 83,054
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(6) 【大株主の状況】

平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ステート ストリート バンク アンド
トラスト カンパニー
（(常代)香港上海銀行東京支店）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
(東京都中央区日本橋３－11－１)

19,377 8.30

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 16,831 7.21

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 11,603 4.97

野 村 信 託銀行株式会社（信託口
2052098）

東京都千代田区大手町２－２－２ 6,153 2.63

飯田　亮 東京都世田谷区 4,320 1.85

野 村 信 託銀行株式会社（信託口
2052088）

東京都千代田区大手町２－２－２ 4,148 1.77

公益財団法人セコム科学技術振興財団 東京都渋谷区神宮前１－５－１ 4,025 1.72

SAUDI ARABIAN MONETARY AGENCY
((常代)香港上海銀行東京支店)

AL-MA'ATHER STREET RIYADH 11169
SAUDI ARABIA
(東京都中央区日本橋３－11－１)

3,853 1.65

ザ バンク オブ ニユーヨーク トリー
テイー ジヤスデツク アカウント
((常代)株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行)

AVENUE DES ARTS,35 KUNSTLAAN,1040
BRUSSELS,BELGIUM
(東京都千代田区丸の内２－７－１)

3,575 1.53

エスアイエツクス エスアイエス エル
テイ－デイ－
((常代)株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行)

BASLERSTRASSE 100,CH-4600 OLTEN  
SWITZERLAND
(東京都千代田区丸の内２－７－１)

3,175 1.36

計 ― 77,064 33.03

(注) １ 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

   ２ 上記各信託銀行の所有株式数は、信託業務に係るものであります。

   
３ 上記の所有株式数の他に、当社は自己株式を15,020千株所有しております。(発行済株式総数に対する所有
株式数の割合6.43％)
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) （自己保有株式） ― ―
普通株式 15,020,300

完全議決権株式(その他) 普通株式 218,110,900 2,181,109 ―

単元未満株式 普通株式 157,517 ― ―

発行済株式総数 233,288,717 ― ―

総株主の議決権 ― 2,181,109 ―

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式51株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

セコム株式会社

東京都渋谷区神宮前
１－５－１

15,020,300 ― 15,020,300 6.43

計 ― 15,020,300 ― 15,020,300 6.43

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成25年７月１

日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 175,427 185,368

現金護送業務用現金及び預金
※1 56,089 ※1 52,206

コールローン 46,500 23,000

受取手形及び売掛金 106,638 79,448

未収契約料 24,059 23,841

有価証券 14,723 8,038

リース債権及びリース投資資産 27,569 27,094

商品及び製品 12,321 12,806

販売用不動産 12,944 4,456

仕掛品 4,526 4,328

未成工事支出金 7,563 9,786

仕掛販売用不動産 13,348 13,878

原材料及び貯蔵品 6,430 6,720

繰延税金資産 14,384 13,785

短期貸付金 4,158 2,656

その他 18,453 14,150

貸倒引当金 △2,302 △1,719

流動資産合計 542,836 479,846

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 155,839 155,694

機械装置及び運搬具（純額） 6,882 7,283

警報機器及び設備（純額） 67,200 69,716

工具、器具及び備品（純額） 12,362 12,942

土地 115,652 114,969

建設仮勘定 3,594 3,943

有形固定資産合計 361,532 364,549

無形固定資産

ソフトウエア 11,678 11,393

のれん
※3 21,765 ※3 20,961

その他 21,634 21,664

無形固定資産合計 55,079 54,020

投資その他の資産

投資有価証券 189,042 243,502

長期貸付金 42,338 44,077

敷金及び保証金 11,521 11,458

長期前払費用 20,335 21,516

前払年金費用 19,572 19,997

繰延税金資産 11,711 10,348

その他 11,849 11,418

貸倒引当金 △16,742 △16,664

投資その他の資産合計 289,629 345,655

固定資産合計 706,241 764,225
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

繰延資産 32 26

資産合計 1,249,110 1,244,098

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 43,684 32,960

短期借入金
※1, ※4 42,350 ※1, ※4 38,704

1年内償還予定の社債 4,487 1,410

リース債務 537 573

未払金 31,406 24,764

未払法人税等 29,282 23,320

未払消費税等 4,377
※5 3,096

未払費用 4,571 4,619

前受契約料 30,880 31,875

賞与引当金 14,031 14,140

工事損失引当金 1,714 1,324

その他 40,554 34,350

流動負債合計 247,879 211,139

固定負債

社債 8,847 11,531

長期借入金 19,828 19,282

リース債務 3,438 3,583

長期預り保証金 36,125 36,514

繰延税金負債 13,400 12,898

退職給付引当金 17,137 17,025

役員退職慰労引当金 2,443 1,503

保険契約準備金 133,627 137,563

その他 2,242 2,760

固定負債合計 237,091 242,664

負債合計 484,970 453,803

純資産の部

株主資本

資本金 66,377 66,377

資本剰余金 83,054 83,054

利益剰余金 609,275 621,802

自己株式 △73,664 △73,672

株主資本合計 685,042 697,562

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11,783 13,297

繰延ヘッジ損益 △41 △34

為替換算調整勘定 △27,760 △19,244

その他の包括利益累計額合計 △16,018 △5,980

少数株主持分 95,114 98,713

純資産合計 764,139 790,295

負債純資産合計 1,249,110 1,244,098
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 362,175 392,319

売上原価 237,330 258,236

売上総利益 124,845 134,083

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 2,444 1,660

給料及び手当 30,186 31,405

賞与 1,767 1,650

賞与引当金繰入額 5,265 5,646

退職給付費用 2,030 2,102

役員退職慰労引当金繰入額 94 90

その他の人件費 6,532 7,109

減価償却費 2,100 2,590

賃借料 4,637 4,844

通信費 1,984 1,898

事業税 791 842

貸倒引当金繰入額 113 △26

のれん償却額 723 1,190

その他 15,817 16,276

販売費及び一般管理費合計 74,490 77,283

営業利益 50,355 56,799

営業外収益

受取利息 382 368

受取配当金 270 315

投資有価証券売却益 369 178

持分法による投資利益 2,245 2,089

投資事業組合運用益 1,487 3,506

その他 1,215 1,356

営業外収益合計 5,971 7,815

営業外費用

支払利息 530 502

固定資産売却廃棄損
※1 739 ※1 589

貸倒引当金繰入額 17 －

その他 1,391 1,119

営業外費用合計 2,679 2,211

経常利益 53,647 62,403
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

特別利益

投資有価証券売却益 114 137

固定資産売却益 2 34

価格変動準備金戻入益 74 －

関係会社清算益 59 －

その他 7 0

特別利益合計 258 172

特別損失

減損損失 － 53

価格変動準備金繰入額 － 32

固定資産売却損 0 7

投資有価証券評価損 604 2

その他 162 30

特別損失合計 768 127

税金等調整前四半期純利益 53,137 62,448

法人税、住民税及び事業税 20,142 22,929

法人税等調整額 △368 7

法人税等合計 19,774 22,937

少数株主損益調整前四半期純利益 33,363 39,510

少数株主利益 1,649 4,064

四半期純利益 31,713 35,445
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 33,363 39,510

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,334 1,490

為替換算調整勘定 665 7,333

持分法適用会社に対する持分相当額 467 2,278

その他の包括利益合計 △1,201 11,102

四半期包括利益 32,161 50,612

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 30,544 45,482

少数株主に係る四半期包括利益 1,616 5,129
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 53,137 62,448

減価償却費 18,336 21,627

のれん償却額 723 1,190

持分法による投資損益（△は益） △2,245 △2,089

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 △221

退職給付引当金及び前払年金費用の増減額 △371 △435

受取利息及び受取配当金 △1,498 △1,473

支払利息 530 502

為替差損益（△は益） 345 △242

有形固定資産売却損益及び廃棄損益（△は益） 732 549

投資有価証券売却損益（△は益） △344 △219

投資有価証券評価損益（△は益） 604 2

販売用不動産評価損 683 620

投資事業組合運用損益（△は益） △1,487 △3,506

受取手形及び売掛債権の増減額（△は増加） 27,843 28,113

たな卸資産の増減額（△は増加） 15,083 6,774

仕入債務の増減額（△は減少） △11,581 △17,682

前受契約料の増減額（△は減少） △661 853

保険契約準備金の増減額（△は減少） 2,954 3,935

その他 △1,721 △5,173

小計 101,058 95,572

利息及び配当金の受取額 4,200 4,204

利息の支払額 △536 △525

法人税等の支払額 △14,921 △28,915

営業活動によるキャッシュ・フロー 89,800 70,335
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △237 △1,528

有価証券の増減額（△は増加） 3,968 525

有形固定資産の取得による支出 △23,157 △24,437

有形固定資産の売却による収入 29 880

無形固定資産の取得による支出 △2,151 △2,382

投資有価証券の取得による支出 △15,820 △47,057

投資有価証券の売却及び償還による収入 18,336 16,560

関連会社株式の取得による支出 △770 △2,222

短期貸付金の増減額（△は増加） 86 26

貸付けによる支出 △238 △3,317

貸付金の回収による収入 1,608 3,144

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得 △8,915 △49

その他 620 2,798

投資活動によるキャッシュ・フロー △26,639 △57,060

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,913 △1,194

長期借入れによる収入 110 2,338

長期借入金の返済による支出 △6,523 △5,425

社債の発行による収入 2,054 3,474

社債の償還による支出 △2,796 △3,940

少数株主からの払込みによる収入 48 10

配当金の支払額 △19,644 △22,918

少数株主への配当金の支払額 △1,183 △1,468

自己株式の増減額（△は増加） △1 △7

その他 △273 △321

財務活動によるキャッシュ・フロー △32,123 △29,451

現金及び現金同等物に係る換算差額 22 1,139

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 31,060 △15,036

現金及び現金同等物の期首残高 205,362 216,580

現金及び現金同等物の四半期末残高 236,423 201,543
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　現金護送業務用現金及び預金、短期借入金

前連結会計年度(平成25年３月31日)

当社グループの現金護送業務の中には、銀行等の金融機関が設置している自動現金受払機の現金補

填業務および現金回収管理業務があります。現金護送業務用現金及び預金残高には、現金補填業務

に関連した現金及び預金残高28,255百万円が含まれており、当社グループによる使用が制限されて

おります。なお、短期借入金残高には、当該業務に関連した資金調達額8,383百万円が含まれてお

ります。

また、現金回収管理業務に関連した現金残高27,833百万円が現金護送業務用現金及び預金残高に含

まれており、当社グループによる使用が制限されております。なお、当該業務に関連した資金調達

額18,214百万円が短期借入金残高に含まれております。
　

当第２四半期連結会計期間(平成25年９月30日)

当社グループの現金護送業務の中には、銀行等の金融機関が設置している自動現金受払機の現金補

填業務および現金回収管理業務があります。現金護送業務用現金及び預金残高には、現金補填業務

に関連した現金及び預金残高27,687百万円が含まれており、当社グループによる使用が制限されて

おります。なお、短期借入金残高には、当該業務に関連した資金調達額9,775百万円が含まれてお

ります。

また、現金回収管理業務に関連した現金残高24,519百万円が現金護送業務用現金及び預金残高に含

まれており、当社グループによる使用が制限されております。なお、当該業務に関連した資金調達

額21,536百万円が短期借入金残高に含まれております。
　

２　偶発債務

債務保証

下記の法人、個人の借入金等について債務保証を行っております。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

個人住宅ローン等 1,706百万円 948百万円

医療法人社団三喜会 586 544

タクシャシーラホスピタルズ
オペレーティングPvt.Ltd.

― 350

㈱プライムステージ 139 193

その他 168 184

合計 2,600 2,220
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※３　のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。相殺前の金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

のれん 22,572百万円 21,594百万円

負ののれん 806 632

差引額 21,765 20,961

　

※４　当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約

(借手側)

当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行29行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結しております。当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残

高等は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

39,770百万円 39,570百万円

借入実行残高 7,495 1,595

差引額 32,275 37,975

　

※５　消費税等の取扱い

当第２四半期連結会計期間(平成25年９月30日)

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、未払消費税等として表示しております。

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１　固定資産売却廃棄損の内訳

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

警報機器及び設備 702百万円 500百万円

その他固定資産 37 89

合計 739 589

上記の固定資産売却廃棄損は、事業活動の中で経常的に発生するものであります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

現金及び預金勘定 200,773百万円 185,368百万円

コールローン勘定 40,000 23,000

有価証券勘定 22,978 8,038

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △ 8,171 △ 9,589

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △19,157 △ 5,273

現金及び現金同等物 236,423 201,543
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 19,644 90 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 22,918 105 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　 報告セグメント 　

　
セキュリティ
サービス

防災
メディカル
サービス

保険
地理情報
サービス

　

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 213,781 48,757 20,550 17,502 23,112 　
　 　 　 　 　 　 　

セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,445 2,133 80 1,444 55 　

計 219,226 50,891 20,631 18,947 23,168 　

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

51,156 923 1,973 △ 1,649 950 　

　 　 　 　 　 　 　

　 報告セグメント 不動産・
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３　 情報通信 計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 8,813 332,518 29,657 362,175 ― 362,175
　 　 　 　 　 　 　

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,111 11,271 2,567 13,838 (13,838) ―

計 10,925 343,789 32,224 376,014 (13,838) 362,175

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

1,173 54,528 3,636 58,165 (7,809) 50,355

(注)１ 「不動産・その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産開発・販売事業、不

動産賃貸事業、ホテル事業等を含んでおります。
２　セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額には、セグメント間取引消去469百万円、各報告セグメント
に配分していない全社費用7,340百万円が含まれております。全社費用の主なものは、当社本社の企画部門・人
事部門・管理部門等に係る費用であります。
３　セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　  

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

前連結会計年度の末日に比して、当第２四半期連結累計期間の報告セグメントごとの資産の金額が
著しく変動しております。その概要は、以下のとおりであります。
「防災事業」において、当第２四半期連結累計期間にニッタン株式会社を連結子会社としたことな
どにより、セグメント資産が20,474百万円増加しております。

　  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

当第２四半期連結累計期間にニッタン株式会社を連結子会社としたことにより、「防災事業」におけ
るのれんの金額が増加しております。
なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間においては1,391百万円であり
ます。

　

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　 報告セグメント 　

　
セキュリティ
サービス

防災
メディカル
サービス

保険
地理情報
サービス

　

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 228,110 49,500 27,883 17,178 23,749 　
　 　 　 　 　 　 　

セグメント間の内部
売上高又は振替高

6,654 2,323 77 1,536 36 　

計 234,765 51,823 27,960 18,714 23,786 　

セグメント利益 53,034 2,116 2,244 52 1,070 　

　 　 　 　 　 　 　

　 報告セグメント 不動産・
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３　 情報通信 計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 23,252 369,674 22,644 392,319 ― 392,319
　 　 　 　 　 　 　

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,735 13,364 945 14,309 (14,309) ―

計 25,987 383,038 23,590 406,629 (14,309) 392,319

セグメント利益 2,764 61,283 2,815 64,098 (7,298) 56,799

(注)１ 「不動産・その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産開発・販売事業、不

動産賃貸事業、ホテル事業等を含んでおります。
２　セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去614百万円、各報告セグメントに配分していない全社費
用6,684百万円が含まれております。全社費用の主なものは、当社本社の企画部門・人事部門・管理部門等に係
る費用であります。
３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　  

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社は、前連結会計年度まで「セキュリティサービス事業」、「防災事業」、「メディカルサービ
ス事業」、「保険事業」、「地理情報サービス事業」、「不動産開発・販売事業」を報告セグメント
としておりました。この他に報告セグメントに含まれない事業セグメントである「情報通信・その他
の事業」のうち情報通信事業については、従来より重要な事業として位置づけてまいりました。更
に、前年10月末に株式会社アット東京を連結子会社とし、より情報通信事業の重要性が増してきたこ
とから、事業セグメントの区分方法を変更し、「情報通信事業」を報告セグメントとして区分表示
し、事業活動をより的確に開示し、セグメント情報の有用性を高めるようにいたしました。
また、「不動産開発・販売事業」は、平成21年３月期の営業損失の絶対値が、営業利益の生じてい
るセグメントの営業利益の合計額の絶対値の10％以上となった影響により、報告セグメントとして区
分表示しておりましたが、区分表示の重要性が減少したことから、報告セグメントに含まれない事業
セグメントへ変更し、同区分の名称を「不動産・その他の事業」へ変更しております。
この結果、第１四半期連結会計期間より報告セグメントを「セキュリティサービス事業」、「防災
事業」、「メディカルサービス事業」、「保険事業」、「地理情報サービス事業」、「情報通信事
業」としております。
なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成した
ものを記載しております。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

　

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

　

　

(有価証券関係)

Ⅰ 前連結会計年度末(平成25年３月31日)

　
その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 29,079 39,917 10,838

(2) 債券 　 　 　

①　国債・地方債 21,404 22,199 794

②　社債 17,537 18,215 678

③　その他 28,683 31,640 2,956

(3) その他 39,850 40,767 917

合計 136,554 152,740 16,185

　

Ⅱ 当第２四半期連結会計期間末(平成25年９月30日)

　

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、か

つ、当該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい

変動が見られます。

　
その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 30,726 44,182 13,456

(2) 債券 　 　 　

①　国債・地方債 45,122 45,760 638

②　社債 14,738 15,315 577

③　その他 30,873 33,639 2,766

(3) その他 48,700 50,013 1,312

合計 170,160 188,912 18,751
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目 　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 　 145円29銭 162円39銭

(算定上の基礎) 　 　 　

四半期純利益金額 (百万円) 31,713 35,445

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額 (百万円) 31,713 35,445

普通株式の期中平均株式数 (株) 218,270,911 218,269,022

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　服　部　將　一　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　丸　田　健太郎　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　田　秀　樹　　㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成25年11月14日

セ コ ム 株 式 会 社

取 締 役 会　御中

　

　

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセ
コム株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平
成25年７月１日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年９
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セコム株式会社及び連結子会社の平成25年
９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

セコム株式会社(E04773)

四半期報告書

25/25


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

